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ような授業においてもTAなどを配置し効果的な運用が行
えれば望ましいが，コストを抑えて運用することが期待さ
れているのが現状である。その中で，実際にどのような運
用や支援が可能であるのかはそれぞれの実践の制約の中で
試行しながら調整していくことが必要となる。
　本実践では共同実施フルオンライン型ｅラーニング１年
目の履修・学習活動状況を，他の研究で示されているそれ
と比較し，把握した。結果，授業開始時の離脱者が目立ち，
支援によって履修率が高まる見込みがあることを確認し
た。支援策として，対面での説明会を設定し，学習管理シ
ステム（Learning Management System：以下，LMS）へ
のアクセス方法と科目の基本内容というシステム操作と学
習内容の両方を含めた学習準備活動を行った。

２　対象となるｅラーニング授業

　対象となる授業は，対面授業と同じように授業担当者に
よってそれぞれ提供され，すべてｅラーニングで実施され
ている。コンテンツ開発にあたっては，教員と開発スタッ
フとの役割分担や開発の手順等は大学により異なるもの
の，センター四国を通し，共通のコンテンツや質保証のガ
イドラインを設けることによって，一定の質を保つように
試みている（大学連携 e-Learning 教育支援センター四国, 
2016a）。利用するLMSはMoodleで，提供する大学ごとに
用意する（以下，LMSをMoodleと呼ぶ）。フルオンライン
型のｅラーニングによる科目提供は，学習者にとっては履
修科目の選択が広がり，各々が自由に学習スケジュールを
組めるという利点がある一方で，各課題やタスクの締め切
りに合わせて一人で学習を進めていくという主体的な活動

1　はじめに

　大学の授業において，ｅラーニングは他の教材と同じよ
うに一般的に活用されるようになった。授業内外の学習支
援ツールとして，課題提出機能を活用した学習理解度の確
認や評価はもちろんのこと，学習成果を学生間で共有した
り，理解を深め合う活動なども取り入れやすくなりつつあ
る。通信制の大学などではフルオンライン型ｅラーニング
での授業が提供されているが，キャンパスに通う学生に
とっては，対面の授業が中心となることは必然であり，ｅ
ラーニングは対面授業の活動を補完する役割が大半を占め
る。
　四国国立５大学（以下，５大学）では，大学連携
e-Learning教育支援センター四国（以下，センター四国）
という組織を立ち上げ，各大学が有する学習リソースを最
大に活用し，教育システムや教育理念の異なる大学間で教
育資源を共有することを目的に，学生の学びの機会や内容
を広げる試みとして共同実施のｅラーニングを開発してい
る（大学連携 e-Learning 教育支援センター四国, 2016b）。
このような取組が展開されていくには，大学間の制度を超
えた共通の仕組みづくりが重要となるが，本論文では，実
際に開発したｅラーニングの実施状況について俯瞰し，限
られたリソースの中でどのように運用し成果を高めていく
かについて，学習支援の視点から考えていく。ｅラーニン
グでの学習においても，対面での授業と同じように継続的
な学習を促すためにさまざまな工夫がされている。教材の
わかりやすさを意識した視覚的な工夫や（例えばClark, 
2002），メンタリングによる支援なども多く研究成果が報
告されている（例えばZhang, 2004；松田ら, 2006）。どの
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が高く求められる。
　本論文で取り上げる科目は，2015年度後期と2016年度前
期に実施されたものであり（表１），５大学のうち愛媛大
学に限定している。開講時期や科目も異なり，受講人数に
も差があるため，前期後期の変化を直接的に比較すること
はできず，得られた成果を一般化するには限界があること
をあらかじめ触れておく。

３　共同実施１年目：2015年度前期の実施

　2015年度前期に実施した科目は全部で７科目であり，本
学では共通教育科目として開講され，受講登録者数はのべ
245人であった（表２）。科目間で履修人数が異なるのは，
科目ごとに履修上限人数設定が異なるためである。履修者
は１回生から４回生までいたが，受講生は１・２回生が中
心で，全体の62.2％と過半数を占めた。科目修了（単位取
得）率を科目ごとに見ると25.6 ～ 40.0％で，全科目合わ
せると31.8%であった（表２の合計ドロップアウト数を全
体から引いて算出）。科目による差はみられるものの，単
位取得率は低学年の方が高かった。
　本学の共通教育科目は，１年次前期から２年次前期まで
の間に履修することを推奨した時間割が組まれている。そ
こで，ｅラーニング科目の履修状況を２年次前期までに履
修した学生（推奨期間履修生）と２年次後期以降に履修し
た学生（推奨期間後履修生）に分けて2015年度後期の履修
状況を確認した（表３）。後期授業のため，２回生は推奨
期間後履修生に含まれる。科目によって差があるものの，
全体としては推奨期間履修生の履修率が高かった。
　この状況をどのように受け止めるべきであろうか。遠隔
教育の代表的な高等教育機関に，英国のOpen University
（以下，OU）がある。そこでのドロップアウト状況を見る
と，図１で示されているようにコース修了率は41％で，そ
のうち34%は最初の課題提出までに履修をあきらめるとい

う報告がある（松田・原田, 2007；Simpson, 2004）。この
結果は一般的な傾向に近いという（Simpson, 2004）。本事
例と2015年度後期の実践結果を比較すると，開講科目の修
了率は31.8%とOUの事例より10％程度弱低かった（表２）。
　さらに，単位未修得者（不可・評価しないの両方を含む）
の学習状況をOUの分類に倣って分類したところ，授業開
始の段階であきらめてしまう学生が多いことが明らかと
なった。図１の例では，授業開始に脱落から試験で落第ま
での５段階に分けられているが，分類の詳細な定義は公開
されていない。そこで今回は，ドロップアウト（離脱）の
タイミングを表４のように定義し，学習活動の状況を整理
して，表２で示す結果を得た。「授業開始時に脱落」する
学習者は，全履修者245名のうち119名（48.6%）となり，
科目単位未修得者の約半数を占めた。推奨期間履修生（１
回生）と推奨期間後履修生（２～４回生）に分けて状況を
確認したが，授業開始時に脱落に相当する学生は，単位を
取得できなかった履修生の62.9％（22人），推奨期間後履
修生の73.5％（97人）と，推奨期間中の履修生の方が，ドロッ
プアウト率は低かったが，どちらも６割以上を占めていた。
　ｅラーニングでの学習継続には，１）科目選定や学習に
従事できるためのアクセスと収集，２）授業中の継続，３）
あきらめてしまいそうな学生の学習復帰というように各段
階に応じた方略がある（Simpson, 2004）。本実践の場合，
授業開始段階で各教材に授業目的・内容・課題の締切り
等，学習を進めるために必要な情報はあらかじめ提示され
ている。Moodleの授業閲覧方法については，教務を通じ
て学習者に通知され，センター四国の愛媛大学分室におい
てサポートできる体制を整備している。一方で，対面での
学習に慣れている学生にとっては，初期段階から非同期か
つ個人で学習を行うことのハードルが高い可能性があると
考えられた。ｅラーニング科目の受講生は，授業の一部で
Moodleを利用することはあっても，すべての学習内容を
ｅラーニングで受講することはほぼない。そこで，上記で
述べた先行研究を踏まえ，ｅラーニングの操作や手続きと
学習活動に入るための支援までを意識した対面での説明会
を開催し，Moodleへのアクセス方法や科目登録に加え，
課題内容やスケジュールの確認までを行った。これは，
Simpson（2004）が指摘する支援の１）のアクセスと情報
と収集を含む活動に相当する。

図１　英国OUの履修状況
（松田・原田，2007の図を再掲）

表１　調査科目リスト

科目名 受講
人数 学年 開講大学 開講時期

香川を学ぶ 60 1 ～ 4 香川大学 2015 後期

情報のいろは 68 1 ～ 4 香川大学 2015 後期

地域コンテンツ
と知的管理 39 1 ～ 4 香川大学 2015 後期

知の探訪 19 1. 2. 4 徳島大学 2015 後期

モラエスの徳島 30 1 ～ 4 徳島大学 2015 後期

日本における
ドイツ兵捕虜 19 1 ～ 3 徳島大学 2015 後期

サイエンス
リテラシーの科学 10 1 ～ 3 高知大学 2015 後期

瀬戸内海論 10 2 ～ 3 香川大学 2016 前期

瀬戸内
地域活性化政策 10 2 ～ 4 香川大学 2016 前期

香川の
文化と歴史 10 2 ～ 4 香川大学 2016 前期
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表３　2015年度後期修了者率
推奨期間履修生
（１回生）

推奨期間後履修生
（２－４回生）

科目 履修
者数

修了
者数

修了率
（%）

履修
者数

修了
者数

修了率
（%）

香川を学ぶ   9   6 66.7   51 16 31.4
情報のいろは 17   8 47.1   51 12 23.5
地域コンテンツ
と知的管理   8   3 37.5   31   7 22.6

知の探訪   9   2 22.2   10   4 40.0
モラエスの徳島   9   5 55.6   21   6 28.6
日本における
ドイツ兵捕虜   7   2 28.6   12   3 25.0

サイエンス
リテラシーの科学   3   1 33.3     7   3 42.9

　　　　　　  計 62 27 43.5 183 51 27.9

表4　ドロップアウト・タイミングの定義
カテゴリー 内容

授業開始時に脱落
LMSにユーザ登録をしなかった，または
登録をしたもの何の活動もしなかった場
合

最 初 の 課 題
提 出 で き ず

閲覧はしているものの，最初のタスクま
たは課題を提出しなかった場合

自主的に離脱＋
学習活動が不活発

学習活動の途中で，活動が止まったり，
ランダムな活動が見られるものの，途中
で終わったりした場合

試 験 で 落 第
最終試験を提出しても合格できたなかっ
た，または，評価対象の課題を提出がさ
れず合格点に達しなかった場合

４　学習計画を組み込んだ履修説明会の実施

　次年度2016年前期に実施した３科目は，各10名定員の合
計30名を対象とした小規模実施であった。そこで，試行的
に履修者全員にメールを出し，説明会の日程を案内した。
説明会に参加できない学生には，希望に応じて個別説明会
を実施した。履修者計30名のうち，個別対応を含む説明参
加者は24人（80.0％）であった。欠席者６名のうち３名は，
履修登録変更期間中に科目登録をしていたため，十分に説
明会の開催を周知出来ていなかった。説明会では，次の内
容に触れた。
・　本ｅラーニングの特徴

・　Moodleへの登録
・　履修科目の内容とタスク・課題の締切日の確認
　説明会の導入部分以外は，学生が配布資料を使って個人
のペースに合わせて準備できるようにした。個人活動では
まず，Moodleへアクセスし，履修科目を閲覧できる操作
を行った。その後Moodle上の科目内容を確認し，履修す
る科目の特徴，学習環境，授業中の支援方法，そして学習
計画について授業内容に関するチェックシートを配布して
確認するようにした（図２）。OUの事例で示されたように，
最初の課題を提出するまでが継続のターニングポイントで
あるため，説明会では，Moodle上の登録を行う準備説明
に留めず，学習の計画不足で進めない学生への支援が必要
と考えたからである。

５　共同実施２年目：2016年度前期の実施

５. １　履修状況
　対象科目３科目の履修者は30名で，履修登録者は２回生
以上であった。科目修了率はそれぞれ50.0 ～ 80.0％であ
り，全科目平均修了率は60.0%と2015年度後期の実施より
28.2％上がった。前年度後期と同じように，推奨期間履修
生（１・２回生）の方が，修了（単位取得）率が高い傾向
がみられた（表５：前期科目のため，２回生は推奨期間の
履修生となる）。Moodleに登録しなかった人の割合は
13.3％（全履修者30名のうち４名）と前年度後期講義の半
分の割合までに下がった。また，表６で示すように，単位

表２　2015年度後期科目単位未修得者学習状況

香川を学ぶ 情報のいろは 地域コンテンツと
知的管理 知の探訪 モラエスの徳島 日本における

ドイツ兵捕虜
サイエンス

リテラシーの科学 合計

人 （％） 人 （％） 人 （％） 人 （％） 人 （％） 人 （％） 人 （％） 人 （％）
受講者数 60 68 39 19 30 19 10 245

授業開始時に脱落 21 35.0 38 55.9 20 51.3   8 42.1 15 50.0 12 63.2   5 50.0 119 48.6
最初の課題提出できず   3   5.0   0   0.0   2   5.1   0   0.0   0   0.0   0   0.0   0   0.0    5   2.0
自主的に離脱＋
学習活動が不活発 12 20.0   9 13.2   6 15.4   5 26.3   4 13.3   2 10.5   1 10.0   39 15.9

試 験 で 落 第   2   3.3   1   1.5   1   2.6   0   0.0   0   0.0   0   0.0   0   0.0    4   1.6
合計ドロップアウト数 38 63.3 48 70.6 29 74.4 13 68.4 19 63.3 14 73.7   6 60 167 68.2
科目修了率 36.6 29.4 25.6 15.8 36.7 26.3 40.0 31.8

図２　学習内容の自己確認シート入力例
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を取得できなかった学生の学習状況を確認すると，「初期
段階での脱落」率が下がり，「自主的に離脱または学習活
動が不活発」の分類に含まれる学生の割合が20.0%と増加
した。「初期段階の離脱」が減ったことにより，学習の途
中で履修が止まった学習者の割合が高くなった。単位取得
できなかった学生のうち，授業開始時に脱落に相当する学
生は，推奨期間履修生にはおらず（0％， 0人），推奨期間
後履修生では３人（37.5％）と2015年度前期よりも減った。

５. ２　実施後アンケート調査
　履修期間終了後，授業開始前に実施した説明会について
どのように感じているかを調査した。Web上に質問項目を
用意して科目履修生に協力依頼をメールで募った。対象学
生30名のうち７名からの回答があった（回収率23.3%）。
うち５名が単位取得者，７名全員が説明会に参加し，かつ
参加してよかったと回答した。説明会に参加して良かった
と答えた理由について複数選択可で質問したところ，表７
の結果となった。自由記述には，“講義の受講可能期限を
自分で把握することがすごい大切だと思った。”という意
見も１件あった。最後に，「今後，ｅラーニングを受講す
る友人や後輩がいた場合，授業前の説明会に参加すること
を勧めますか。」と聞いたところ，７名全員が「はい」と
回答した。本アンケート結果から，参加することは受講す
るために有用であることが示唆された。説明会に参加する
ことの主成果は，授業開始前にMoodle上の科目閲覧設定
を完了できることであるが，併せて，授業内容や課題の締
め切りの確認など学習の準備にも役立ったことが示唆され
た。

６　本実践からの示唆

　本論文では，筆者らが運用支援を行っている大学連携ｅ
ラーニング授業の実施状況を踏まえ，限られたリソースの
中でどのような運用と支援が可能であるかについて，実施
１年目の履修状況を確認し，履修者の学習初期段階の支援
を中心に検討した。
　初期段階の支援によって，学習活動への参画が高まるこ
とが先行研究からも本実践からも示された。初期段階の支
援とは，技術的な支援だけではなく，実際に学習を推し進
めるために必要な科目内容やスケジュール確認など学習準
備活動の支援を含む。本実践で実施した学習開始前説明会
は，フルオンライン型ｅラーニングでの授業を初めて体験
する学習者が，対面とは異なる学習方略が求められること
を再確認する学習準備活動の場として役立ったことが示唆
された。
　ｅラーニングの研究では，対面の授業とは異なり，毎週
教室に足を運ぶことで学習が強いられることがないため，
より高い主体的な学習スキルが求められることが示されて

いる（Beaudoin et al., 2013 ; 松田・原田, 2007）。自己調整
学習スキルなどがここで指す学習スキルに相当すると考え
られ，実際に計画性が高い学習者の方が，修了率が高かっ
たというケーススタディの報告もある（松田・山田, 
2009）。ほかにも，学習初期の支援として受講開始前に授
業内容に合わせたスケジュール表を提示し，学習の仕方を
「計画群」と「まとめ群」に分けて分析して検討した実践
では，学習計画立案自体の効果は認められなかったものの，
学習の計画性によって，ドロップアウト率や単位取得率に
差が生じたという結果もある（山田ら, 2010）。計画を適宜
促すような個々の学生に合わせた支援実施は望ましいもの
の，長期的な運用でサービスとして提供するのは難しい。
そこで今回は，授業開始前の簡易な支援の効果に焦点を当
てた。初めてｅラーニングで授業を受ける学習者の障壁を
取り除くことで，学習継続の支援につながったと考えられ
る。
　一方，本支援には限界がある。この初期段階の支援は，
どのように学習を進めていくことができるかを考える場を
提供した学習準備支援であり，学習者の主体的な活動を支

表５　2016年度前期修了者率
推奨期間履修生＊

（１・２回生）
推奨期間後履修生
（３・４回生）

科目 履修
者数

修了
者数

修了率
（%）

履修
者数

修了
者数

修了率
（%）

瀬 戸 内 海 論 5 3 60.0 5 2 40.0
瀬戸内地域活性化政策 4 3 75.0 6 2 33.3
香川の文化と歴史 7 7 100.0 3 1 33.3

計 16 13 81.3 14 5 35.7

表６　2016年度前期科目単位未修得者学習状況

瀬戸内海
論

瀬戸内
地域活性化
政策

香川の
文化と
歴史

合計

人 （％） 人 （％） 人 （％） 人 （％）
受講者 10 10 10 30

授業開始時に脱落 1 10.0 2 20.0 0 0.0 3 10.0
最初の課題 
提出できず 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

自主的に離脱＋
学習活動が不活発 2 20.0 3 3.0 1 10.0 6 20.0

試験で落第 2 20.0 0 0.0 1 10.0 3 10.0
合計ドロップ
アウト人数 5 50.0 5 50.0 2 20.0 12 40.0

科目修了率 50.0 50.0 80.0 60.0

表７　説明会が良かったと回答した理由
理由 人数

Moodleへの科目登録ができた 6
学習内容の確認ができた 4
最初のタスクの締め切りが分かった 3
その他（Moodle登録に関する情報確認） 1
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援するものである。よって，Simpson（2004）がドロップ
アウトの理由として指摘する，適切な科目選択のマッチン
グや，学習途中での学習支援は含まれない。また，学年ご
との学習活動の差を確認しようと試みたものの，その差は
確認できなかった。各科目の学習課題や受講者の受講目的
などにあわせた支援なども求められる可能性があるが，そ
の点をどのように整理していくかは今後の課題である。
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